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第１章 計画の策定にあたって 
 

１ 計画の趣旨 
 

 市では、「次世代育成支援対策推進法」に基づき、平成２２年３月に「東久留米市次世代

育成支援行動計画（後期）」を策定し、安心して子どもを生み育てられるように子育て家庭

全体への支援を総合的に推進してきました。また、「子ども・子育て支援法」をはじめとす

る「子ども・子育て関連３法」が制定されたことに伴い、平成２７年３月には「東久留米

市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、本市の子ども・子育てを取り巻く環境の整備、

支援の取組を一層促進するとともに、幼児期の教育・保育や地域子ども・子育て支援事業

の量の見込み、提供体制の確保の内容及びその時期を定め、子育て世帯のニーズに応えて

いく体制づくりを進めているところです。 

 そのような中、国では喫緊の課題である保育園の待機児童解消について、「待機児童解消

加速化プラン」を策定し、保育ニーズのピークを迎える平成２９年度末までに、約４０万

人分の保育の受け皿を整備することで、待機児童の解消をめざしています。更に、女性の

就業率上昇等に伴う保育の潜在需要の顕在化に対応できるよう、同プランに基づく平成２

９年度末までの受け皿整備の目標を１０万人上積みし、５０万人分とすることが示されま

した。 

 一方、国の関与を縮小して地方の裁量を広げる「三位一体改革」により、市立保育園の

運営費については平成１６年度以降、施設整備費については平成１８年度以降、地方の財

源から支出する、いわゆる一般財源化となり、同時に東京都の保育運営費負担金及び施設

整備補助金も廃止されるなど、市立保育園の運営管理を取り巻く環境は非常に厳しいもの

となっています（民間保育園への運営費や施設整備の国庫負担制度及び東京都の補助金制

度は、これまでどおり堅持されています）。このことと併せて、市立保育園を民営化するこ

とによって待機児童の解消が図れることや多様な保育サービスを提供できることから、市

立保育園の３園を公設民営化、１園を民設民営化しましたが、更なる民間活力の導入によ

る効率的な行政サービスの維持、向上を図ることが求められています。 

以上のことから、市では、平成２９年度末まで（平成３０年度当初）に向けた待機児童

解消策を計画的に進めるとともに、施設の老朽化が進んでいる市立保育園の当面の方向性

を示すために、「東久留米市保育サービスの施設整備・運営及び提供体制に関する実施計画

（以下、「本計画」といいます。）」を策定します。 

なお、本計画は、東久留米市立保育園の民営化実施計画（再々改定版）（平成 19年度～

29年度）に替わるものです。 
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２ 計画の位置付け 
 

本計画は、東久留米市子ども・子育て支援事業計画における「幼児期の教育・保育提供

体制の確保」を具現化するとともに、東久留米市財政健全経営計画（実行プラン）におけ

る「市立保育園の民間活力の導入による行政サービスの維持、向上」を具現化するための

計画として位置付けます。 

 

３ 計画の期間 
 

 本計画の計画期間は、平成３5 年度までとし、必要に応じて見直しを行っていくことと

します。 

 

４ 計画策定の基本的考え方 
 

 本計画を策定するにあたっては、次の事項を基本的な考え方とします。 

（１）市は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２条に規定する「子ど

も・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有すると

いう基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野におけ

る全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行われなければな

らない。」等といった基本理念や、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２条に

規定する「国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健やか

に育成する責任を負う。」といった理念のもと、計画を策定します。 

（２）市は、保育の公的責任を果たすため、次の視点を踏まえ、計画を策定します。 

ア 多様な提供主体による利用者の選択制を確保するとともに、誰もが等しく保育サ

ービスが受けられるよう、待機児童の解消を進めます。 

イ 公立、民間といった運営主体に関わらず、市全体の保育サービスの質が維持、向

上するよう、努めます。 

（３）「第３章 保育サービスの施設整備」については、平成２９年度末まで（平成３０年

度当初）に待機児童の解消をめざすとともに多様な保育ニーズに対応できるよう、民

間の認可保育所や小規模保育事業所等を整備します。 

（４）「第４章 市立保育園の民間化」については、保育サービスの民間活力への転換を行

うことで、様々な効果が期待できることから、市立保育園は順次閉園し、民間の持つ

ノウハウや専門性などを活かした保育サービスの維持、向上に取り組んでいきます。

なお、待機児童が存在している間は、その推移を注視しながら、必要に応じて待機児

童解消に向けた保育サービスの施設整備を検討することと並行して、市立保育園の民

間化を図ります。 
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第２章 これまでの待機児童解消策と保育ニーズの見込み 
 

１ これまでの待機児童解消策 
 

市では、次世代育成支援行動計画の期間中である平成２２年度から２６年度までの５か

年で、認可保育所等の施設整備や市立保育園の民営化を行うことにより、３００名を超え

る定員数を拡大しました。また、子ども・子育て支援新制度の施行後である平成２７年度

から２８年度までの２か年で、認可保育所や小規模保育事業所の開設などにより、１０１

名の定員数を増員しています。 

一方、これらの待機児童解消策を講じてきたものの、平成 28年 4月 1日時点の待機児

童数は、92 名＊となっております。これは、潜在的な待機児童（保育園を利用したいが諦

めて申請していなかった待機児童等）が表面化したことや女性の社会進出が進んでいるこ

となどが、主な要因として考えられます。 

※子ども・子育て支援新制度における定義の待機児童数 

 

＜平成２７年度～平成２８年度までの待機児童解消策＞ 

年度 保育園名 種別 増員数 種別 

H27 

いちご保育園 認可保育所 60 名 新規開設 

おひさま保育室 小規模保育施設 1名 施設種別移行 

東久留米みさと保育園 小規模保育施設 19 名 新規開設 

H28 

どれみ保育園東久留米西口 小規模保育施設 19 名 新規開設 

なかよし保育園 小規模保育施設 △4名 小規模保育事業所化 

げんき保育室 小規模保育施設 1名 施設種別移行 

木村家庭的保育施設 家庭的保育施設 5名 新規開設 

 

＜参考：平成２２年度～平成２６年度までの主な待機児童解消策（２０名以上の増員）＞ 

年度 保育園名 種別 増員数 種別 

H22 

上の原さくら保育園 認可保育所 30 名 公設民営化 

Nicot 東久留米 認可保育所 60 名 新規開設 

なかよし保育園 認証保育所 22 名 新規開設 

H24 

滝山しおん保育園 認可保育所 54 名 増設 

下里しおん保育園 認可保育所 30 名 定員変更 

かたばみ保育園 認定こども園 33 名 新規開設 

H25 ぽけっとランド南沢 認証保育所 40 名 新規開設 

H26 わらべみなみ保育園 認可保育所 41 名 民設民営化 
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２ 幼児期の教育・保育の量の見込み 
 

 市では、子育て世帯の認可保育所や幼稚園等の利用に関する意向や置かれている環境な

どの実情を把握する必要があることから、平成２５年度に利用希望把握調査（ニーズ調査）

を実施しました。子ども・子育て支援事業計画では、その利用希望把握調査の結果をもと

に、潜在的なニーズも含めた幼児期の教育・保育の量の見込み（幼児期の教育・保育のニ

ーズ）を推計しています。 

 

＜子ども・子育て支援事業計画における「幼児期の教育・保育の量の見込み」＞ 

 

１号 ２号 ３号 

３～５歳 

３～５歳  ０歳 １・２歳 

幼児期の教育

の利用希望が

強い 

左記以外   

平成２７年度 1,425 265 1,202 215 783 

平成２８年度 1,396 260 1,180 228 792 

平成２９年度 1,347 250 1,141 211 800 

平成３０年度 1,297 240 1,102 191 781 

平成３１年度 1,299 241 1,104 177 739 
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第３章 保育サービスの施設整備 
 

１ 保育サービスの施設整備に関する方針 
 

 平成28年4月現在、市内の認可保育所の定員は1,783名、小規模保育事業所は73名、

家庭的保育事業所は 28 名、認証保育所・定期利用保育施設は 100名の計 1,984名とな

っていますが、平成 28年 4月 1 日時点の待機児童数は、92名となっています。 

 このため、市では平成２９年度末（平成３０年度当初）に向けて、民間の認可保育所や

小規模保育事業所等を整備し、潜在的な保育需要も含めた待機児童の解消をめざします。 

 なお、保育サービスの施設整備にあたっては、待機児童の解消や多様な保育サービスの

提供をめざすことを目的に、①保育ニーズの高い駅周辺に重点的に整備、②公有地の有効

活用、③子ども・子育て支援新制度の対象施設（施設型給付・地域型保育給付の対象施設）

への移行の３点を基本的な柱として、進めていきます。 
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２ 予定している施設整備計画 
 

 現在、予定している施設整備計画は、次のとおりです。この施設整備計画により、平成

２９年度から平成３０年度までに 392名の待機児童解消策が図れ、認可保育所等の定員は

2,381 名に増員します。今後においても待機児童の推移を注視しながら、必要に応じて、

子ども・子育て支援事業計画における「幼児期の教育・保育の提供体制の確保の内容」や

保育サービスの施設整備に関する方針に基づき、施設整備を検討していきます。 

 

（１）平成２９年度 

 ア 久留米みのり保育園の定員拡大 

   現在の久留米みのり保育園の北側に園舎を増築して、受け入れ人員を拡充する計画

です。このことによって、56 名の増員を予定しています。 

 イ さいわい保育園の民設民営化 

   市立さいわい保育園を民設民営化し、幸町一丁目都有地に認可保育所を新規開設す

る計画です。このことによって、50 名の増員を予定しています。 

 ウ 家庭的保育事業所の小規模保育事業所化 

東本町の家庭的保育事業所が、小規模保育事業所へ移行する計画です。このことに

よって、７名の増員を予定しています。 

 エ たんぽぽ保育園の小規模保育事業所化 

   定期利用保育施設として運営している「たんぽぽ保育園」が、子ども・子育て支援

新制度の対象施設である小規模保育事業所へ移行する計画です。このことによる定員

の変更はない予定です。 

 オ つくし共同保育園の小規模保育事業所化 

   認証保育所として運営している「つくし共同保育園」が、子ども・子育て支援新制

度の対象施設である小規模保育事業所へ移行する計画です。このことによる定員の変

更はない予定です。 

カ 本町一丁目の小規模保育事業所の開設 

  本町一丁目の集合住宅の 1 階に小規模保育事業所を新規開設する計画です。このこ

とによって、19名の増員を予定しています。 

キ 大門町一丁目の小規模保育事業所の開設 

  大門町一丁目に小規模保育事業所を新規開設する計画です。このことによって、19

名の増員を予定しています。 

ク おひさま保育室の定員拡大 

  小規模保育事業所のおひさま保育室の定員を拡大する計画です。このことによって、

1 名の増員を予定しています。 
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（２）平成３０年度 

ア 中央町二丁目の都有地への認可保育所の誘致 

中央町二丁目の都有地に認可保育所を誘致し、新規開設する計画です。このことに

よって、13０名の増員を見込んでいます。 

イ 幼稚園から認可保育所への転用 

民間の保育運営事業者が、平成２９年度末をもって閉園を予定している既存幼稚園

の施設を活用し、新たに認可保育所を開設する計画です。このことにより、1１０名の

増員を見込んでいます。 

 



 

－8－ 

 

３ 施設整備計画による幼児期の教育・保育提供体制の確保予定数 

                                       （平成２９年度以降） 
 

 平成２９年度末（平成３０年度当初）までの施設整備計画を子ども・子育て支援事業計

画における「幼児期の教育・保育提供体制の確保方策」の種別ごとに整理すると次のとお

りとなります。なお、各施設における事業計画の見直し等によっては、若干の定員変更の

可能性があります。 

 

＜施設整備計画に基づく幼児期の教育・保育提供体制の確保予定数＞ 

 

１号 ２号 ３号 

３～５歳 

３～５歳  ０歳 １・２歳 

幼児期の教育

の利用希望が

強い 

左記以外   

特定教育・保育施設 0 0 179 46 121 

新制度に移行しない幼稚園 0    

特定地域型保育事業    14 62 

認可外保育所   0 △9 △21 

 

４ その他の待機児童解消策 
 

 市では、待機児童の解消にあたっては、多様な保育ニーズに応えられるよう、認可保育

所等の施設整備だけでなく、幼稚園等で行っている一時預かり事業（預かり保育事業含む）

なども活用しながら、子育て支援サービス全般を活かして進めていきます。 

 なお、保育サービスの施設整備、幼稚園等で行っている一時預かり事業などの実施につ

いては、国・東京都の補助事業を活用した支援も検討していきます。 
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第４章 市立保育園の民間化 
 

１ 市立保育園の民間化とは 
 

 保育園における保育は、保育理念や目標に基づき、子どもや保護者の状況、地域の実情

などを踏まえて行うものです。また、全ての子どもの最善の利益のためには、子どもの健

康や安全の確保、発達の保障等の観点から、保育園が行うべき保育の内容等に関する全国

共通の枠組みに基づいて行うことが必要です。このため、保育園は、保育所保育のガイド

ラインである保育所保育指針、施設整備や職員配置等の基準である児童福祉施設最低基準

に基づいて、日々保育を行っています。 

 保育園は、養護と教育を一体的に行うことを特性とし、環境を通して子どもの保育を総

合的に実施する役割と、通園する子どもの保護者に対する支援や地域の子育て家庭に対す

る支援といった役割を担っています。このため、保育園は、児童福祉施設の一つとして、

また地域の子育て支援拠点として機能を果たしていくことが肝要であり、市立保育園と民

間の保育園とが担う役割に違いはありません。 

 市では、これまで 3 園を公設民営化、1 園を民設民営化することで、民間のノウハウ、

専門性などを活かし、保育サービスの質を高めながら経費抑制を図ってきましたが、更な

る民間活力の導入による効率的な保育行政の維持、向上に努めることが必要です。 

ついては、民間から供給される保育サービスを積極的に活用することで、多様な保育サ

ービスの提供による保護者の選択肢の拡大や保育園の運営にかかる経費の縮減が図れると

ともに、費用を発生させずに市立保育園の老朽化への対応といった課題が解決できるとい

った効果があることを勘案し、施設の老朽化の程度等を踏まえ、市立保育園を閉園し、民

間サービスへの転換を図ることを市立保育園の民間化と定義し、この考えに基づき進めて

いきます。 

 

（１）市立保育園の民間化の効果 

  市立保育園の民間化を行うことによって、次の効果が期待できます。 

ア 民間活力への転換を図ることで、多様なニーズに応える保育サービスが提供でき、

保護者の選択肢の拡大が図れます。 

イ 保育園の運営にかかる経費の縮減が図れます。 

ウ 市立保育園を閉園することで、施設の老朽化への対応といった課題が解決できま

す。 

 

（２）市立保育園の民間化の方針は、以下のとおりです。 

  ア 最終的には市立保育園全園の民間化をめざします。 
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  イ 施設の老朽化の程度や開設年月日、集合住宅等の建て替えの動向及び保育園の偏

在を踏まえ、保育士等の退職者数を勘案しながら、順次民間化を進めていきます。 

ウ 民間化した市立保育園の人員を活用し、保育士等の退職者は原則として不補充と

します。 

エ 民間化する市立保育園は低年齢児から段階的に募集を停止しますが、在園児は当

該園での卒園を保障します。 

オ 市立保育園の民間化では、これまでのような市立保育園の引継園を整備する必要

性が生じないため、引継保育は行いません。 

 

＜保育所の運営にかかる経費（平成２７年度決算額）＞ 

項   目 公立保育所 公設民営保育所 私立保育所 

Ａ 総事業費 1,161,016,409 651,509,165 1,497,872,033 

Ｂ 調定した保育料 117,190,150 79,963,450 183,963,400 

Ｃ 国負担額 142,166,815 99,338,485 319,095,175 

Ｄ 都負担額   159,547,587 

Ｅ 国補助金額  2,733,200 10,411,200 

Ｆ 都補助金額 85,717,865 86,104,690 180,734,104 

Ｇ 受託児童収入等 15,974,270 10,370,440  

Ｈ 市単独負担額(H=A-B-C-D-E-F-G) 799,967,309 372,998,900 644,120,567 

Ｉ 延べ入所児童数(人) 7,183 4,198 10,874 

Ｊ １園当たりの経費(J=A/園数) 193,502,735 217,169,722 166,430,226 

Ｋ １園当たりの市費負担額(K=H/園数) 133,327,885 124,332,967 71,568,952 

Ｌ １人当たり経費(月額)(L=A/I) 161,634 155,195 137,748 

Ｍ １人当たり経費(年額)(L*12) 1,939,608 1,862,340 1,652,976 

Ｎ １人当たり市費負担額(月額)(N=H/I) 111,370 88,852 59,235 

Ｏ １人当たり市費負担額(年額)(N*12) 1,336,440 1,066,224 710,820 

※公立保育所６園、公設民営保育所３園、私立保育所９園 

※私立保育所は管外委託公私立保育所を含める。延べ入所児童数に管外受託児（公立・公設民営）、管外受

託児を含める。 

※保育料収入は、国庫精算における市の徴収基準額表に基づく保育料調定額とする。 

※公立分（公設民営及び管外公立含む）の国負担金については、一般財源化されたため理論値。 

 

＜民営化によって可能になった保育サービス＞ 

たきやま保育園 

ひばり保育園 

上の原さくら保育園 

わらべみなみ保育園 

20 時までの延長保育（たきやま保育園は 18時半まで） 

0 歳児の産休明け保育 

一時保育（たきやま保育園除く） 

年末保育（ひばり保育園のみ） 

子育て支援（園庭解放、育児相談、講座など） 
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＜保育園退職予定数（平成 2８年度～36年度）＞ 

 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 計 

園長 0 1 0 0 4 1 0 1 0 7 

保育士 0 2 2 1 6 0 0 1 0 12 

看護師 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

栄養士 1 1 0 0 0 1 0 0 0 3 

調理員 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

用務員 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

計 1 5 2 1 10 2 0 3 0 24 

（平成２９年２月１日時点） 

 

２ 市立保育園の民間化計画 
 

市では、「しんかわ保育園」を民間化対象園として選定し、保育サービスの民間活力への

転換を計画的に進めていきます。 

 

（１）しんかわ保育園 

  現行のしんかわ保育園は、施設の老朽化が激しい
※

ことから、民間化対象園と選定しま

した。なお、しんかわ保育園の民間化に際して、平成２９年度末（平成３０年度当初）

の待機児童解消に向けた保育サービスの施設整備は、駅周辺を重点的に行うことを基本

的な柱としています。 

  しんかわ保育園については、平成 31 年度の 0 歳児から段階的に募集を停止し、在園

児が卒園した後（35年度末の予定）に閉園します。また、しんかわ保育園の在園児の保

護者が他の保育園へ転園を希望する際は、他の保護者との公平性を損なわない範囲で配

慮します。 

 

※担当部が市立保育園の施設の老朽化の状況を調査した「東久留米市立保育園施設状況調査」の結果 

 

（２）その他の保育園について 

 その他の市立保育園について、まずは、市で管理運営を行っている公設公営の保育園の

民間化の可能性について検討していきます。なお、民間化されるまでの間は、認可保育所

として適切に管理運営していきます。 
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第５章 現在進めている市立保育園の民営化・委託化 
 

１ さいわい保育園の民営化 
 

市では、平成２６年９月に「東久留米市立保育園の民営化実施計画（再々改定版）（平成

１９年度～２９年度）」を策定し、さいわい保育園の民営化実施スケジュール等を示しまし

た。今後も、次のとおり、さいわい保育園の民営化を進めていきます。 

 

新設園の開設時期等 

 さいわい保育園は、幸町一丁目都有地に移転･新設園として平

成２９年４月に開設する。 

 設置運営は､民設民営とする。 

現行のさいわい保育園にお

ける保育 

 

 既存園の在園児は､保護者の同意のもと、平成２９年４月に新

設園に移行する計画であるため、現行のさいわい保育園におい

ては、平成２８年度末まで現行体制(直営)で保育を実施し、全

在園児が卒園または新設園へ移行した後､廃止する。 

（平成２９年３月時点の、現行のさいわい保育園の在園児のう

ち、３歳児及び４歳児については、希望されれば現行のさいわ

い保育園での保育を受けることができることとしたことから、

平成２９年度以降、段階的に定員を変更する。） 

 平成２７年度当初申請受付からの（平成２６年１１月末から

の）申込者に対しては、「平成２９年３月までは、現在のさいわ

い保育園での保育の実施となり、２９年４月からは、新設園（民

設民営）または他の保育園での保育の実施となる」ことを書面

で告知するなど､入所申込の際､十分な説明を行い､確認の上､受

け入れる。 

 

新園舎への移行 
 現行のさいわい保育園の在園児は､保護者の同意のもと、平成

２９年４月に新設園に移行する計画である。 

 

  さいわい保育園の民営化後の市の対応は、次のとおりです。 

 ア 運営状況の把握と改善指導 

  民営化後も保育実施者としての市の責任は変わりません。事業者に対して、定期に報

告を求めるほか、実地調査などを行い、運営状況を把握し、必要に応じて、指導助言ま

たは改善を指示します。 

  また、移行後、一定の期間、保護者、市、事業者の三者による意見交換の場を設け、

保護者と園において問題が生じた場合には、その場において解決に努めます。 

 イ 保育園運営の支援 

  市は、保育園運営に必要な経費について、責任を持って負担することはもとより、事
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業者に対して、必要な情報の提供や研修への参加など人材育成についても支援していき

ます。 

ウ 運営状況の評価と情報の公開 

 民営化後の保育内容について、保護者アンケートや福祉サービス第三者評価の受審を

事業者に義務付け、運営状況の評価を行います。この評価は、インターネット等で広く

公開し、情報の開示に努めていきます。 

 

 

２ 市立保育園の給食調理業務委託化 
 

市立保育園では、「食事を通して自分の健康を守り、食事を楽しく食べられる子に育てる」

ことを目標に、栄養士、調理員、保育士等の連携と工夫により、安全で質の高い給食を提

供してきました。また、「保育所等は、子どもへの食育を進めていく場として大きな役割を

担っており、保育所等の関係者にはあらゆる機会とあらゆる場所を利用して、積極的に食

育の推進に努める」必要性があることから、東久留米市立保育園の食育計画を策定し、食

育の推進に努めているところです。 

 一方、市立保育園の給食調理を取り巻く状況としては、年々、増加・複雑化する食物ア

レルギーのある園児への対応や、腸管出血性大腸菌感染症（Ｏ１５７等）などへの新たな

対策の必要性、また、東久留米市の行財政改革に向けた取組みによる退職者不補充の運用

で正規職員の調理員配置が困難になっていることなど、市立保育園2 園
※

で給食調理業務委託

を開始した平成 17年度当時に想定できなかった新たな課題が発生しています。 

このため、市では、民間活力の導入による行政サービスの維持、向上に努めるとともに、

今後も安全で質の高い給食を提供できるよう、平成 28年１０月から「まえさわ保育園」で

給食調理業務を民間委託しました。この取り組みにより、当面の間の調理員の配置やアレ

ルギーのある園児への対応など、保育園の給食調理業務における課題について、一定の整

理がされたため、市立保育園の給食調理業務委託化については、市立保育園の民間化を計

画的に進め、その進捗状況を踏まえ検討していきます。 

 

※２園のうち、みなみ保育園については平成 26年度に民設民営化されたことから、給食調理業務委託は終

了しており、現在は、はちまん保育園 1園で給食調理業務委託を実施しています。 
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第６章 計画の推進に向けて 
 

１ 本計画における「幼児期の教育・保育提供体制の確保の内容」 
 

 本計画における「第３章 保育サービスの施設整備」及び「第４章 市立保育園の民間

化」、「第５章 現在進めている市立保育園の民営化・委託化」を踏まえた平成 30年度及び

31 年度の幼児期の教育・保育提供体制の確保予定数は、次のとおりとなります（平成 27

年度中に行った保育サービスの確保方策を含みます）。これは、子ども・子育て支援事業計

画において設定した「幼児期の教育・保育提供体制の確保の内容（２号の「幼児期の教育

の利用希望が強い以外」及び３号）」と近似値となります。 

このため、本計画を推進することで、子ども・子育て支援事業計画における「幼児期の

教育・保育提供体制の確保」をめざしていきます。 

 

＜本計画を反映後の幼児期の教育・保育提供体制の確保予定数＞ 

平成３０年度 
 

上段：子ども・子育て

支援事業計画 

下段：本計画 

１号 ２号 ３号 

３～５歳 

３～５歳  ０歳 １・２歳 

幼児期の教育

の利用希望が

強い 

左記以外   

量の見込み 
1,297 

 

240 

 

1,102 

 

191 

 

781 

 

確保方策 
  1,168 

1,230 

222 

240 

820 

911 

＜内訳＞ 

特定教育・保育施設 

  1,146 

1,210 

183 

202 

674 

717 

＜内訳＞ 

新制度に移行しない幼稚園 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜内訳＞ 

特定地域型保育事業 

   31 

33 

106 

149 

＜内訳＞ 

認可外保育所 

  22 

20 

8 

5 

40 

45 

確保方策－量の見込み 
  66 

128 

31 

49 

39 

130 
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平成３１年度 
 

上段：子ども・子育て

支援事業計画 

下段：本計画 

１号 ２号 ３号 

３～５歳 

３～５歳  ０歳 １・２歳 

幼児期の教育

の利用希望が

強い 

左記以外   

量の見込み 
1,299 

 

241 

 

1,104 

 

177 

 

739 

 

確保方策 
  1,168 

1,230 

222 

231 

820 

911 

＜内訳＞ 

特定教育・保育施設 

  1,146 

1,210 

183 

193 

674 

717 

＜内訳＞ 

新制度に移行しない幼稚園 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜内訳＞ 

特定地域型保育事業 

   31 

33 

106 

149 

＜内訳＞ 

認可外保育所 

  22 

20 

8 

5 

40 

45 

確保方策－量の見込み 
  64 

126 

45 

54 

81 

172 
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２ 保育サービスの質の向上に向けた取組み 
 

 本計画を推進するにあたり、市は保育サービスの質の向上に向けて、次の役割を担って

いきます。 

 

（１）各種園長会・連絡会の開催 

施設種別ごとの園長会・連絡会を開催し、意見交換や情報提供を行い、市全体の保育

サービスの質の向上に努めます。 

ア 私立保育園長会 

イ 幼稚園・認定こども園連絡会 

ウ 家庭福祉員連絡会 

エ 小規模保育事業所連絡会 

オ 認証保育所・定期利用保育施設連絡会の開催 

 

（２）障害児・特別の支援を要する子どもの保育の充実 

公設公営、公設民営の認可保育所だけでなく、市内の認可保育所に入園、在園する障

害児や特別の支援を要する子どもの処遇を検討する体制づくりとともに、現行の障害

児・特別の支援を要する子どもの保育の充実に向けた補助制度の拡充について検討・実

施し、市全体の保育サービスの質の向上に努めます。 

ア 障害児保育審査会の対象となる指定保育所拡充 

  イ 障害児・特別の支援を要する子どもの保育の充実に向けた補助制度拡充 

 

（３）合同研修会の開催 

  市内の保育サービス事業所の保育士等が参加できる研修会を企画、開催し、市全体の

保育サービスの質の向上に努めます。 

  ア 市内の保育サービス事業所の保育士等に向けた合同研修会の開催 

 

（４）子ども・子育て支援新制度の対象となる施設（施設型給付・地域型保育給付の対象

施設）への移行支援 

  現行の認証保育所や私学助成を受けて経営している幼稚園が、子ども・子育て支援新

制度の対象となる施設へ移行することを支援します。 

  ア 認証保育所から小規模保育施設への移行支援 

  イ 私学助成を受けて経営する幼稚園から認定こども園や施設型給付の対象となる幼

稚園への移行支援 
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（５）家庭的保育事業者等の連携施設確保へ向けた支援 

  家庭的保育事業所や小規模保育事業所が、連携協力を行う認可保育所や幼稚園等とい

った連携施設を確保することについて、必要に応じ、調整役を担うとともに支援します。 

  ア 国や東京都、他自治体における連携施設の設定に係る情報提供 

  イ 各種園長会・連絡会等を通じた各施設のニーズ把握及び調整 

  ウ 連携施設確保へ向けた補助制度などの検討 

 

 

 



東久留米市立保育園施設状況調査

平成2９年1月

（Ｈ２８年度）

子ども家庭部子育て支援課
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※ 老朽化の程度について

次頁以降の基準に従い、点数化を行い、最も点数の高い保育園が最も老朽化の程度の高い保育園となる。

（）内の数値は前回算定値。

　八幡町2-14-22 昭和53年4月1日 2,095.25 649.97

　幸町1-17-1 昭和45年4月4日 1,090.95 319.14

　下里3-2-23 昭和47年5月15日

ち
ゅ

う
お
う
保
育
園

　中央町1-2-4 昭和56年4月1日 2,099.88 787.67

さ
い
わ
い
保
育
園

は
く
さ
ん
保
育
園

し
ん
か
わ
保
育
園

は
ち
ま
ん
保
育
園

ま
え
さ
わ
保
育
園

3人

2人

　前沢1-5-30 昭和53年4月1日 1,949.62 698.60

　新川町1-1-12 昭和50年4月1日 1,561.09 709.09 5人

7人

8人

1人

(49)

50

(51)

56

×

○

○

×

×

○

◆東久留米市立保育園施設状況一覧

老朽化の程度
※詳細は別紙を参照

待機児数
（平成28年4月1日

現在）※新定義

延長
保育

サービスの拡充

住　　所 開設年月日 敷地面積(㎡) 床面積(㎡)

59

(59)

51

保育所名

1,613.34 558.52

(58)

(55)

58

(60)

48
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老朽化の程度の基準

各施設の状況を確認し、以下の基準に従い数値化することで判定を行った。
なお、平成29年1月11日現在で調査を行った結果による。

老朽化判定の対象

老朽化の判定対象は以下の通りとし、１の老朽化の程度の基準による数値を適用し
各対象を積み上げていくことで最も数値の高い施設を老朽化の程度の最も高い施設
とする。

外部関係

内部関係

その他

これらについては、次頁以降で詳細を示しているが、表の見方は次のとおり。

保育所名

判定対象の項目

特筆事項

老朽化の程度の基準数値

(3)
(4)

2,000㎡以上の公有地の有無（近隣500m以内）

1.

2.

1.
(1) 屋根上防水

給食室

(2)

1 現時点で対応の必要はない。

緊急性
高い

(2) 駐車場

(8)

都市計画の制限

(9) 床暖房

水道の赤水対策
空調・電気冷暖房

3.
(1) 耐震診断

空調・ガスヒートポンプ
ファンヒーター

(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)

2.
(1)

(5) 外部のフェンス外柵
(6) プール

内部床

(8) 園庭の遊具点検
テラス滑り防止及びテラス屋根

数値 老朽化の程度

5 早急に改修等の対応が必要である。

内壁、天井、ロッカー等
内部木製建具

現時点では改修の必要はないが、今後状況に応じて対応の要否を判断していく。

通用門及び扉

緊急性
低い

(7)

4 できるだけ早急に改修等の対応が望ましい。

3 今後改修等を実施していくことが望ましい。

2

外壁
(3)
(4)

外部、アルミサッシ、扉

－20－



保育所名 屋根上防水

0歳、１歳
児の園庭へ
の出入口の
改修を実施
予定。

西側の外階段
外壁　煙突周
囲に膨れが見
える、様子
見。

建具調整はそ
の都度必要。

東側プール
民家隣接の
フェンス柵
の補強実
施。

０歳児、
１・２歳児
のテラス防
滑シート張
替え実施

4

23

27年度

28年度

3 2

プール側面の
クラック及び
剥がれをプー
ル用シートで
改修実施

地盤の不同
沈下による
傾きあり。
テラス根元
のシーリン
グはその都
度実施。

外壁の一部（0
歳児東・2歳児
西）の塗装工
事を実施。

外　壁

塩ビシートの
末端に剥がれ
有り。漏水し
ていないが、
今後、室内階
段の屋上部分
を施工する必
要がある。

3 4

東日本大震災
で外壁、柱の
構造部分にｸﾗｯ
ｸが入ったが、
心配していた
雨漏りはして
いない。

  外部、
  アルミサッシ、
  扉

　　園庭、
　　水飲み、
　　足洗い場

通用門
及び扉

外部の
フェンス

外柵

テラス１箇
所、内外の鍵
の取替えを実
施済み。

外部
関係
合計

園庭の
遊具点検

29

29

2

2

テラス滑り
防止及び

テラス屋根

屋根　波板
のフックボ
ルトの入れ
替え実施。

防滑シートの
張り替えと温
水給湯器の設
置等により不
具合は見られ
ない。

2

2 4

プール

44 4

4

1

4 3

3 2 3 4 2

3 2

2階屋外階
段から出入
口の防水を
年度内に完
了予定。

笠木廻りの防
水及び外壁塗
膜防水を実
施。

外部トイレ、
２階出入口の
引戸を改修実
施。

さくら樹木の建
物側1本を伐採伐
根し玄関から園
庭への通路確保
の整備を実施。

園庭西側の
通用門は錆
等により腐
食あり。今
は不具合な
いが経過を
見ていく。

登り棒の設
置予定（未
実施）事前
に園庭の排
水分散工事
が必要。

3-1. 施設状況の詳細（外部関係）

園庭西側の
フェンスは
根本転倒の
恐れあり。
補強してい
く。未改
修。

雑排水管の漏
れ、改修済み

5

5

4

4

24

2

22

28

1

2

3

3

2

3 4 2 2

擁壁への荷重
軽減のためサ
クラの根っこ
廻り、築山を
動かし残土搬
出を実施。

1 3 2

2 2 1

2 4 2

4 5 2

2

3 4 4 5 3 26

－ 4 4 2 1 5

2

22

－ － 4 4 2 1 5

2

21

4 3 4 1 2 3 1 2

2

22

4 3 4 1 2 2 1 3

2

22

4 5 3 4 3 4 2 2

27

29

4 4 3 4 3 4 1 2

さ
い
わ
い
保
育
園

27年度

28年度

は
く
さ
ん
保
育
園

27年度

28年度

ち
ゅ

う
お
う
保
育
園

27年度

28年度

し
ん
か
わ
保
育
園

27年度

28年度

は
ち
ま
ん
保
育
園

27年度

28年度

ま
え
さ
わ
保
育
園
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床暖房

3-2. 施設状況の詳細（内部関係）

保育所名 内部床
  内壁、
  天井、
  ロッカー等

 内部木製建具 給食室
水道の

赤水対策
空調・電気

冷暖房

空調・
ガスヒート

ポンプ

ファン
ヒーター

内部
関係
合計

H15実施済み

遊戯室、職員
室、休憩室に
新規に設置し
た。

0歳児フ
ローリング
の床にコル
クタイル厚
５ミリを張
る。未実施

ホールの照
明器具
（17灯）
ボルト固定
工事実施済
み。

コンクリー
ト床のため
水が溜まり
やすいと保
健所の指導
あり。

H17実施済み
ホールの電気
ＥＨＰ冷暖房
機取替え実施

フローリン
グの床にコ
ルクタイル
厚５ミリを
張る。
未実施

食品庫の天
井・壁をア
ルミ板で改
修実施済
み。

3

床下の配管
ピットに水
が溜まって
いた。改修
工事実施済
み。

2 3 4 3

24

職員室タイ
ルにクラッ
クあるが、
いますぐ改
修の必要は
ない

遊戯室の電気
冷暖房更新時
期にきている

職員室空調機
をＧＨＰから
ＥＨＰへ替え
る予定。

4

巾木の塗装
を実施済
み。

給食室出入
り口網戸の
改修実施済
み。

1 3 4 2 3

4

4

1

3 4 3

2 4

3 2

4

職員室空調機
を更新した。
（GHP⇒
EHP）

1

3

3

4

3

3

3

3

3

3

3 3

1 3 3

3 1

3 1

24

24

4 4 3 5 1 28

4 3 3 5 1

4

4

4

4 3 3 26

3 3 3 1 26

3 3 1

1

25

4 4 1

4 1

1

1 26

昨年度、制
御盤が故障
したが改修
後は順調。

4

3

4

1 1 25

1

25

2 2 4 3 1 4 1

2 1

1 3 4 2 3 4

遊戯室の電気
冷暖房更新時
期にきている

3 25

1 3 254 4

4 1

2

2 4

は
く
さ
ん
保
育
園

27年度

4

4

28年度

4 3

4

ま
え
さ
わ
保
育
園

27年度

28年度

さ
い
わ
い
保
育
園

27年度

28年度

28年度

し
ん
か
わ
保
育
園

27年度

ち
ゅ

う
お
う
保
育
園

27年度

28年度

は
ち
ま
ん
保
育
園

27年度

28年度
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し
ん
か
わ
保
育
園

27年度

28年度

は
ち
ま
ん
保
育
園

27年度

28年度

27年度

28年度

ま
え
さ
わ
保
育
園

27年度

28年度

ち
ゅ

う
お
う
保
育
園

は
く
さ
ん
保
育
園

H23～24実施
　IS値＝0.62

園隣に民間の有料駐車場あり。

H20実施済
　IS値＝0.63

1

・住宅街のため一切駐車不可。
・緊急時、障害児用駐車場整備
実施

3

27年度

28年度

－ 6

6

－2

3－

さ
い
わ
い
保
育
園

27年度

28年度

都市計画の制限

5 1 － －

3-3.

保育所名 耐震診断  駐車場
近隣の公有地の有無
（2,000㎡前後）

※カッコ内は所有者

H23～24実施
＜職員棟＞IS値＝1.99

　＜保育棟＞IS値＝0.605
園横の路上に一時的に駐車。

その
他

合計

H20実施済
　IS値＝0.61

車で送迎している保護者で会を
作り民間駐車場を借りている。
そのほか園内にも1台駐車ス
ペースあり。

5

5 1 －

施設状況の詳細（その他）

1 －

5 1 －

1 － 3

－

1 －－ 6

2

1 － － 4

H9実施済（東京都）
　IS値＝0.76

都営住宅の敷地内に２台程度一
時的に駐車。

1

－ 2

－ 4

1

－

－

3 1

H21実施済
　IS値＝1.10

3 1

1

－

－ － 4

－ 4

－3 1

　
・園横の路上に一時的に駐車。
・園隣にコインパーキングあ
り。

6

－ 2
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東久留米市保育サービスの施設整備・ 

運営及び提供体制に関する実施計画 

平成２８年３月 

平成２９年３月（改訂） 
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〒203-8555  東京都東久留米市本町三丁目３番１号 
電話  042-470-7745 
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